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1. はじめに 
 
平成 23 年度「学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果」速報値（文部科学省，2012 ）
では，ICT（Information and Communication Technology）環境の整備状況は全国的に改善されて
きていることが分かる．千葉県の ICT 環境の整備状況は，依然平均より低い値となっている．例え
ば，コンピュータ１台あたりの児童生徒数では，４７都道府県の中で千葉県は 40 番目の数値（7.2
人／台）となっている． 
これまでに千葉県内の幾つかの研究校で授業を観察してきた．限られた ICT 環境の中で，既存の
学習に効果的に活用した場合，子どもの諸能力をより高めることができると実感した．しかし，ICT
機器を授業で用いること自体を目的とした場合，期待された結果とはなりにくい．教員は，今後さ
らに ICT についての理解を深め有効に活用していく必要がある． 
現在国や都道府県，各市町村単位で行われている ICT 活用指導力に関する研修は，国レベルでは
独立行政法人教員研修センターなどで行われ，都道府県レベルでは各教育委員会・教育センターが
その役割を担っている．少しずつではあるが研修機会は確実に増えてきている．同調査結果による
と，平成 23 年度中に ICT 活用指導力に関する研修を受講した教員の割合は，教員全体の 22.2%と
なっており，まだまだ受講者は少ないのが現状である．一番多い愛媛県の 46.5%に比べ千葉県は
18.5％と低い値である． 
知識基盤型社会における情報の重要性は，今後増していくだろう．10 年前であれば，時間や人，
モノや金など多くの手間を必要としていたことが，今では情報インフラの発達に伴い，容易に行え
るようになってきている．この時代の流れは教育も例外ではない．私は本研究を通して，ICT のも
つ特性を調査し，最大限に有効活用するためにはどのようにすれば良いかを考えていきたい． 
本研究では，まず我が国における学力向上を目指した ICT 活用についての変遷を確認し，新学習
指導要領にどのような影響をもたらしたのかを調査する．そして，これからの ICT 環境の整備・活
用に関する課題を明確にする．次に，ICT を活用した授業についての，実践報告例や研究論文を調
査し，ベンジャミン・ブルームの教育目標分類学(ブルーム・タキソノミー)などを用いて分類・検討
する．最後に，ICT を活用することのねらいや現在のメディア教育の課題を踏まえ，授業計画作成
時に参考となるような資料を提案することを目的とする． 
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1.1. 社会の情報化と教育でのメディア活用 
1.1.1. 教育カリキュラムにおける情報教育 
検討にあたり，まずメディアという用語が意味するものについて規定する．メディアとは，文字，
音声，映像，動画などの情報を伝達する手段のことである．教育現場ではマルチメディアという言
葉で 1970 年代頃に登場する．最近では，特に情報の協働性を重視した，ICT という表現に変化し用
いられるようになった． 
1970 年に教育におけるコンピュータ利用に関する国際セミナー(OECD)が開催され，この年，日
本でも日本教育工学振興会(JAPET)が設立された．コンピュータなどのメディア機器が知られるよ
うになったのもこの頃からである．1984 年には日本教育工学会が設立された．1985 年，文部科学
省の「情報化社会に対応する初等・中等教育のあり方に関する調査研究協力者会議」は，「第一次審
議取りまとめ」では，情報教育を次の三つに分類している． 
(1)コンピュータ等を利用した学習指導 
(2)コンピュータなどに関する教育 
(3)教師の指導計画作成等及び学校経営援助のための利用 
情報教育についての話し合いが始まった当初は，学校における情報教育の概念自体が定まっておら
ず，内容も広範囲に及んでいたのである．1986 年の臨時教育審議会の第二次答申において，情報教
育とは児童生徒の情報活用能力を育成する教育活動のみと示された．  
1989 年に学習指導要領が改訂され，本格的に教育現場に情報教育が導入された．中学校の技術家
庭科の選択領域に「情報基礎」の分野が入り，中学校にコンピュータ室がつくられ「情報基礎」の
授業が行われるようになった．高等学校では，数学，物理，家庭科などの学習内容に，コンピュー
タなどに関わる内容を単元として取り入れた．しかし，この情報に関する学習内容は選択領域であ
ることが多かった． 
 1990 年代に入り，それまでの知識・理解のみを重視した学力観から，児童生徒の思考・判断，技
能・表現，関心・意欲・態度に注目した新しい学力観に基づく教育の実践が行われるようになった．
また，技術の進歩や変化の激しい社会を生きる力として，自己学習力や問題解決力の育成が求めら
れるようになった．さらに産業界からの情報教育の要請等を背景に，中央教育審議会は 1996 年 7
月の第一次答申で 
(1)情報教育の体系的な実施， 
(2)情報機器，情報通信ネットワークの活用による学校教育の質的改善 
などを提言した．この提言を受けて，「情報化の進展に対応した初等中等教育における情報教育の推
進等に関する調査研究協力者会議」は 1997 年「体系的な情報教育の実施に向けて」「第一次報告」
を発表し，情報教育の教育目標である情報活用能力の育成を次の三つの観点で整理した． 
(1)課題や目的に応じて情報手段を適切に活用することを含めて，必要な情報を主体的に収集・判
断・表現・処理・創造し，受け手の状況などを踏まえて発信・伝達できる能力 
（情報活用の実践力） 
(2)情報活用の基礎となる情報手段の特性の理解と，情報を適切に扱ったり，自らの情報活用を評
価・改善するための基礎的な理論や方法の理解          （情報の科学的な理解） 
(3)社会生活の中で情報や情報技術が果たしている役割や及ぼしている影響を理解し，情報モラル
の必要性や情報に対する責任について考え，望ましい情報社会の創造に参画しようとする態度  
                               （情報社会に参画する態度）                                   
これらは，現在の日本の初等中等教育における情報教育の基礎となっている． 
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1.1.2. 新学習指導要領における ICT の位置づけ 
平成 20 年 1 月の中央教育審議会答申 「幼稚園，小学校，中学校，高等学校及び特別支援学校の
学習指導要領等の改善について」の中で，新学習指導要領における「情報教育」及び「教科指導に
おける ICT 活用」の充実について話し合われた．ここでは，社会の変化への対応の観点から教科等
を横断して改善すべき事項七点のうちの一つとして情報教育が挙げられている．また，「効果的・効
率的な教育を行うことにより確かな学力を確立するとともに，情報活用能力など社会の変化に対応
するための子どもの力をはぐくむため，教育の情報化が重要である」などの提言がなされた． 
高度に発達した 21 世紀の情報基盤社会にふさわしい初等中等教育を実現するための改革として，
各教科等を横断して改善するべき事項が必要となった．これらに共通するのは，分野や対象の違い
はあれ，子どもたちが，社会や自分たちを取り巻く環境の変化の中で，自らの責任を十分自覚した
上で，積極的に情報を得て，教科等で得た知識・技能を活用して自分なりに判断し，行動できるこ
とが求められている点である． 
「教育の情報化に関する手引き」(平成 22 年 10 月 29 日)の第 2 章学習指導要領における教育の情
報化第 1 節のなかで次のように述べられている． 
 
各教科等においては，国語科における言語の学習，社会科における資料の収集・活用・整
理，算数における数量や図形の学習，理科の観察・実験，総合的な学習の時間的な学習の
時間における情報の収集・整理・発信や日常生活・社会への影響を考えるなどの学習活動
などでコンピュータや情報通信ネットワークなどを活用するほか，道徳において情報モラ
ルを取り扱うこと． 
(「教育の情報化に関する手引き」) 
 
従来，文科省では学習指導要領の改訂に合わせ，「情報教育に関する手引」(1990 年)あるいは「新・
情報教育に関する手引」(2002 年)として作成してきた．今回の「教育の情報化に関する手引」では，
コンピュータや情報通信ネットワークの活用にのみに焦点を絞った指導方法ではなく，情報機器を
活用した上で得られた情報をさらに活用し，子どもの学習にいかに効果的に取り入れていくかに重
点が置かれていることがポイントである．社会の変化に合わせて情報とは，めまぐるしく変化し流
動的なものとなる．そのため，子どもたちには様々な情報を適切に取り扱う実践力が今後求められ
ていくだろう． 
同手引きのなかで，教育の情報化を構成する要素として次の三つを示している． 
①情報教育(子どもたちの情報活用能力の育成) 
②教科指導における ICT 活用(各教科などの目標を達成するための効果的な ICT              
機器の活用) 
③校務の情報化(教員の事務負担の軽減と子どもと向き合う時間の確保) 
単にコンピュータなどの情報機器を整備するだけではないことが分かる． 
2008 年 3 月に改定された新学習指導要領では，指導計画の作成等に当たっての配慮事項として次
のように書かれている． 
 
各教科の指導にあたっては，児童がコンピュータや情報通信ネットワークなどの情報手段
に慣れ親しみ，コンピュータで文字を入力するなどの基本的な操作や情報モラルを身につ
け，適切に活用できるようにするための学習活動を充実するとともに，これらの情報手段
に加え視聴覚教材や教育機器などの教材・教具の適切な活用を図ること． 
(小学校学習指導要領 第 1 章 第 4 指導計画の作成等に当たって配慮すべき事項 (9) ) 
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各教科等の指導に当たっては，生徒が情報モラルを身に付け，コンピュータや情報通信ネ
ットワークなどの情報手段を適切かつ主体的，積極的に活用できるようにするための学習
活動を充実するとともに，これらの情報手段に加え視聴覚教材や教育機器などの教材・教
具の適切な活用を図ること． 
(中学校学習指導要領 第1章 第4指導計画の作成等に当たって配慮すべき事項 (9) ) 
 
小学校では，各教科等の指導に当たって，コンピュータで文字を入力するなどの基本的な操作を身
につけることと同時に，情報モラルを身に付けること，さらには適切に活用できるようにするため
の学習活動を充実することなどを示している．一方，中学校では，各教科等の指導に当たって，ま
ずは，生徒が情報モラルを身に付けることを最初に掲げ，次にコンピュータや情報通信ネットワー
クなどの情報手段を適切かつ主体的，積極的に活用できるようにするための学習活動を充実するこ
とを挙げている． 
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1.1.3. 「教育の情報化ビジョン」(平成 23 年)について 
文部科学副大臣主催の下，平成 22 年 4 月 22 日に「学校教育の情報化に関する懇談会」(全 12 回)
が開催され，第 8 回までの議論内容から「教育の情報化ビジョン（骨子）」（同年 8 月）が公表され
た．本骨子をもとにさらなる議論・検討を行い平成 23 年 4 月 28 日に「教育の情報化ビジョン」（以
下ビジョンとする）が策定された．また，「教員支援ワーキンググループ」「情報活用能力ワーキン
ググループ」「デジタル教科書・教材，情報端末ワーキンググループ」を設置し，計 14 回開催され
た． 
ビジョンでは「教育の情報化については，これまで策定された国家戦略に掲げられた政府目標を
十分に達成するに至らず，また，他の先進国に比べて進んでいるとは言えない状況にある」という
認識のもとに，改善の方向性について示されている．根拠として，コンピュータ 1 台当たりの児童
生徒数について，米国は 3.8 人に 1 台（平成 17 年），英国は 3.6 人に 1 台（平成 21 年 6 月:中等
学校）であるのに対し，日本は 6.6 人に 1 台であることが挙げられている． 
 新学習指導要領では，確かな学力，豊かな心，健やかな体の調和のとれた「生きる力」の育成を
目指し，確かな学力として，基礎的・基本的な知識・技能の習得，これらを活用して学習課題を解
決するための思考力・判断力・表現力等及び主体的に学習に取り組む態度等を育むことが必要であ
るとしている．これらに関し，ビジョン第一章では次のように示されている． 
 
情報活用能力を育むことは，必要な情報を主体的に収集・判断・処理・編集・創造・表現
し，発信・伝達できる能力等を育むことである．また，基礎的・基本的な知識・技能の確
実な定着とともに，知識・技能を活用して行う言語活動の基盤となるものであり，「生き
る力」に資するものである． 
 
ここで，新たな教育カリキュラムにおける情報教育の位置づけがなされている．また，OECD(経
済協力開発機構)が「知識基盤社会」の時代を担う子どもたちに必要な能力を「主要能力(キー・コ
ンピテンシー)」として定義付けている．その内の「社会・文化的，技術的ツールを相互作用的に
活用する能力」の中に「知識や情報を活用する能力」や「テクノロジーを活用する能力」が含まれ
ていることから，世界的な傾向として認識されていることが理解できる． 
 ビジョンでは新しく「協働」という言葉が用いられるようになった． 
 
21 世紀を生きる子どもたちに求められる力を育むためには，何よりも，一人一人の子どもたちの
多様性を尊重しつつ，それぞれの強みを生かし潜在能力を発揮させる個に応じた教育を行うととも
に，異なる背景や多様な能力を持つ子どもたちがコミュニケーションを通じて協働して新たな価値
を生み出す教育を行うことが重要になる． 
( 第一章 １.21 世紀に生きる子どもたちに求められる力 ) 
 
子どもたちの学習や生活の主要な場である学校において，教育の情報化を推進し，教員が
その役割を十分に果たした上で，情報通信技術を活用し，その特長を生かすことによって，
一斉指導による学び（一斉学習）に加え，子どもたち一人一人の能力や特性に応じた学び
（個別学習），子どもたち同士が教え合い学び合う協働的な学び（協働学習）を推進して
いくことができる． 
( 第一章 1.教育の情報化が果たす役割 ) 
 
協働とは，アメリカの政治学教授ヴィンセント・オストロムが，著作 Comparing Urban Service 
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Delivery Systems(1977 年)の中で，経済の主要概念として Co-production という造語を用いたの
が始まりである．これは英語での「共同の，共通の…」という意味の「Co」と，「生産，産出，成
果」という意味の「Production」を結びつけて作られた造語であるため，日本語では協働の概念は
明確には定義されてはいない．日本では，大枠の定義として，「複数の主体が何らかの目標を共有
し，ともに力を合わせて活動すること」とされており，「Collaboration」の和訳として知られてい
る．ただし，本稿で出てきた(出てくる)英単語は，必ずしも英訳・和訳の定義が一致しているわけ
ではないことに留意する必要がある．協働学習とは，「複数の学習者で構成された集団内で，自分
の学習と互いの学習を最大限に高めようとする活動」である．つまり，ただグループごとに分けて
学習させるだけでは，互恵的な相互依存関係が存在しないため，協働学習とはならない． 
 「協働」に似た用語として「共同」と「協同」がある．それぞれに学習という言葉が接続すると，
日本では外観的にグループ学習として捉えられることが多い．しかし，内観するとそれぞれの意味
に若干の差異がある．「共同」(joint)とは，同じ場所・境遇に存在することを示すため，必ずしも
集団での学習課題や目的が一致している必要はない．例えば，障害のある子と障害のない子が一緒
に活動し交流することなど共同学習と呼ぶ．対して「協同」(Cooperation)とは，力や意思を合わ
せることを意味するため，学習課題や目的が一致していなければならない．「つまり，下記の概念
図のように，共同がそれぞれを内包している形になっていると考えることができる． 
様々な文献・サイト上で，「きょうどう」の定義がなされているが，定義者によって内容が異な
っており，統一されてはいない．本論文での「きょうどう」についての解釈は，私個人の考えに基
づく一考察であることに留意していただきたい． 
 
 
    図１：きょうどう学習の概念図 
 
ICT 機器には相互作用機能を果たすものが多い．テレビ会議，電子掲示板などの直接的な機能を持
つ機器や，プロジェクタや実物投影機などの間接的に相互交流を促す機器など様々である．本研究
では，ICT を活用したグループ活動が，「共同」「協働」「協同」のどれに相当するのかを分析し，
各活動が，ブルームの教育目標分類学における認知スキルにどのように影響しているのかを並行し
て調査していく． 
 国として ICT の活用を全面的に推進する一方で，次のように指摘していることに留意しなけれ
共同学習
同じ場所・境遇に存在する
異なる学習課題に取り組む
必ずしも互恵関係にあるわけではない
協働学習
(主に集団規模で)
同じ場所・境遇で、力や意識を合わせて取り組む
学習課題に対して、学習者は個性に合わせた役割を担う
互恵関係にある
協同学習
(主に個人間規模で)
同じ場所・境遇で、全員で取り組む
学習課題・目的が一致する
互恵関係にある
例：社会科の調べ学習で，
戦後の国民生活を調べる
グループ，日本国憲法を
調べるグループなど役割
が分担されている． 
例：算数科で，問題をグループ
ごとに協力して解く． 
例：合唱コンクールで，ク
ラスごとに課題曲に取り組
む． 
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ばならない． 
 
授業において黒板等を使った指導も効果をあげているところであり，従来の指導の在り方
を基盤としつつ，これに加えて情報通信技術を効果的に活用して，「21 世紀にふさわしい
学びと学校の創造」の実現に向けて，指導方法を発展・改善していくことが求められる．
情報通信技術は重要な技術であるが，あくまでもツールであり，その活用に当たっては，
学校種，発達の段階，教科，具体的な活用目的や場面等に十分留意しつつ，学びの充実に
資するものでなければならない． 
                 ( 第一章 1.教育の情報化が果たす役割 ) 
      
 
したがって，教育の情報化とは，ICT 環境がどれだけ整備されたかではなく，教職員及び児童生徒の情
報活用能力がどれだけ向上したか，が重要なのである． 
 
1.1.4. 千葉県におけるメディア教育の推進について 
 千葉県教育委員会では，平成 22 年 12 月 16 日に生涯学習推進計画が策定された．ここでは，情報化に
対応した人づくりの推進として情報教育の推進が掲げられている．情報教育推進のために教職員研修を活
発化させるとともに，子どものコンピュータを利用した情報活用能力の育成を目指している．また，県立高
等学校に設置された情報教育設備を活用した,地域住民向けの開放講座が実施された．事業内容として教
職員研修の充実，県立高等学校における情報教育モデル事，学校ホームページ活用事業，学校の情報教
育設備を活用した地域開放講座が行われている．全体として，教育の情報化について環境面に重点をお
いて事業となっている． 
 千葉県総合的な学習の時間教育センターのカリキュラム開発部メディア教育では，平成 15 年度からメ
ディア教育についての実践的な調査・研究・開発が行われている．平成 23 年度は，「 『個の学び』と『協
働的な学び』の創造を図る ICT の効果的な活用  ―無線 LAN 環境における児童生徒一人一台のタブレ
ット PC の活用をとおして―」についての研究報告がなされた．報告の中で，ICT の特徴を四点指摘してい
る． 
 (1) 時間的空間的制約を超越すること 
 (2) 双方向性があること 
 (3) 加工が容易であること 
 (4) 多様かつ大量の情報の蓄積・共有・分析が可能であること 
(2)の双方向性は，前述の通り協働学習を行う上で効果的な側面である．(3)の加工が容易になりうるかは，
どれだけ日常生活の中に ICT 機器が存在し，ICT 機器の使用を常習化しているかが大切であると考えら
れる． 現在，千葉県全体でメディア教育の推進として ICT 環境の整備することを喫緊の課題としている．
これらの取り組みを，より効果的なものにするために日々多くの県内の研究校で実践が行われている． 
以上から，本研究での調査は，国(文部科学省)で委託して実践している事例だけでなく，都道府県単位
で企業等と連携して実践している事例や，自主的に研究している実践なども対象とする． 
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2. 分析の理論・観点 
 
2.1. ブルームによる教育目標の分類学(ブルーム・タキソノミー) について 
これまで ICT を活用した実践研究を調査してきた．多くの実践で ICT を活用することに重点が
置かれていた．私は，既存の学習体系に ICT を取り入れたことで，子どもの学習能力にどのよう
な効果を及ぼしたのかさらに調査(分析・分類)していく． 
そこで本研究では，分析理論としてベンジャミン・ブルームの「教育目標の分類学」(1956 年)
を基盤とした，ローリン・アンダーソン(かつてブルームの生徒であった)博士らが開発した改訂版
ブルーム分類学を用いる． 
ベンジャミン・ブルームらによって開発された教育目標の分類学とは，大きく分けて「認知領域」
「情意領域」「精神運動領域」の三領域から構成され，各領域はさらに下位カテゴリーに分けられ
ている．たとえば，認知領域には，「知識」，「理解」，「応用」，「分析」，「総合」，「評価」の 6 つの
カテゴリーがある．それぞれのカテゴリーは，階層的構造関係となっており，低次のカテゴリーは
より高次のものにとって必要条件となっている．たとえば｢理解｣を習得するためには「知識」の習
得が必要となるのである．一つのカテゴリーにはいくつもの要素で構成される．(下の仮の表１参
照)近年までブルーム・タキソノミーが，実践や研究の幅広い分野で用いられてきた．教育目標を
明確に定義し評価することが難しいとされていた時代に，認知行動について具体例を示し，領域の
研究と実践に大きな功績を残したのである． 
 
表１ 
 
 
●ブルームの教育目標分類学(改訂版)
高い技能 具体的要素例
創造する ⇒ 設計する (再)構成する 作図する 計画する 生産する 創作する 開発する 工夫する 組立てる プログラム
指示する 動作化する 創刊する 指導する 管理する 演出する 映画撮影する
評価する ⇒ 評価する 仮定する 批評する 実験する 判断する 試験する 発見する 検出する 検査する 操作する
論評する 解説する (再)調査する 復習する 提示する 司会・進行を(得点)記録する 緩和する 合作する 協力する
分析する ⇒ 比較する 組織する 分解する 起因する 概要を作る 調査する まとめる 統合する 関連付ける 証明する
確認する 入れ替える 処理する
応用する ⇒ 実行する 履行する 提供する 使用する 演奏する 制作する 推移する 工夫する 操作する
理解する ⇒ 認識する 要約する 推論する 意訳する 言い換える 分類する 比較する 説明する 検証する 先行調査する
記憶する ⇒ 識別する 確認する リストにする 思考する 述べる 説明する 描写する 結び付ける 選択する 列挙する
低い技能 発言する 設定する 気づく 印す 強調する 反転させる 同一だと認識する 記述する
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2.2. ブルームの教育目標分類学の限界と改定 
1980 年代ごろからブルーム・タキソノミー自体への批判的検討がなされ，ブルーム・タキソノ
ミ－の有効性と限界が知られるようになった．初版の「教育目標の分類学」では，それぞれのカテ
ゴリーには重要度に差があると想定され，上位カテゴリーである「評価」がより重要であると考え
られていたのである．しかし，最近の研究でこれは事実とは異なることが証明された．1994 年に
はそれまでのブルーム・タキソノミー研究をまとめる形で，ローリン・アンダーソン博士らが全米
教育研究科の年報として，Bloom’s Taxonomy: A forty-year Retrospective(1994 年)を出版した．
改訂版では，初版とは異なり，ほぼすべての学習活動において複数の認知スキルが必要であると論
じている．また，認知領域を構成するスキルを，動作での表現(～する)に変化させている(図２参照)．
目標の具体化を図ることで，より広い実践現場で活用することが出来るようになったのである．加
えて今回の改訂版では，ワトソンにはじまる認知心理学用語である「行動」という表現を，「認知
過程」と言い換えている．これまでの行動主義的な概念を避け，内面の心理的過程を意味する「認
知過程」という言葉を用いることで，構成主義としての特徴をより鮮明にした． 
    〈行動主義〉              〈構成主義〉 
 
 
 
 
       
                 動詞化 
                      図２：ブルームの教育目標分類学 
 
「改訂版」では，認知領域は上記の「認知過程次元(cognitive process dimension)」と，「知識次
元(knowledge dimension)」の二次元で構成されている．本研究では，時間的制約からこの「認知
過程次元」での調査・検討を行っていく． 
ICT 教育において，各認知スキルは以下のようになる． 
記憶する：適切な情報を、長期的記憶あるいはデータベースの中から検索し、想起するスキル 
理解する：口頭・文書・図表などによる情報から意味を組み立てるスキル 
応用する：既習の ICT 技能を新たに適用するスキル 
分析する：対象を構成要素に分解し、要素同士の関係や、全体の構造・目的を理解するスキル 
評価する：ICT 機器の相互性を活かし，基準や標準に基づいて判断するスキル 
創造する：複数のデータを組み合わせて形作る，あるいは新しいシステムを再構成するスキル 
高次の認知スキル
低次の認知スキル
評価
総合
分析
応用
理解
記憶
高次の認知スキル
低次の認知スキル
創造する
評価する
分析する
応用する
理解する
記憶する
改訂 
学習者が目標に対して，どう行動し
たかを評価する． 
学習者が新しい知識をこれまで学
んだ経験に応用していくプロセス． 
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3. 分析方法について 
 
前述してきたように，分析では上記のブルームの教育目標分類学(改訂版)を用いる．まず，全国
各所で行われてきた ICT を活用した実践研究について，様々な論文や調査結果，実践結果を収集
した．それらを学習過程ごとに，どのように認知スキルに影響しているのかを調べていく．また，
ICT を活用した「きょうどう学習」についても分析していく． 
授業事例の収集では以下の資料を用いた． 
 CiNii：論文情報ナビゲーター 
http://ci.nii.ac.jp/ 
 ウェブサイト「IT 実践ナビ」：JAPET が運営 
http://www2.japet.or.jp/itnavi/ 
 JAIRO：学術機関リポジトリポータブル 
http://jairo.nii.ac.jp/ 
 Google Scholar 
http://scholar.google.co.jp/ 
 千葉県総合教育センターポータルサイト 
http://www.ice.or.jp/ 
 平成 23 年度文部科学省委託「教育ＩＣＴ活用実践事例集」 
http://www.eduict.jp/jireishu/ 
 日野市 ICT 教育委員会 ICT 活用実勢事例集 
http://www.hino-tky.ed.jp/ict-edu/cases/index.html 
 兵庫県立教育研修所 ICT を活用した授業実践事例 
  http://www.hyogo-c.ed.jp/~ictcnt/h18se/ 
 その他：実際に参加した実践研究校の事例 
 
本研究では，以下の項目で分析した． 
 学校名 
 資料の題名(IT 実践ナビ以外) 
 授業名もしくは実践タイトル(IT 実践ナビ，教育ＩＣＴ活用実践事例集など) 
 分類学における認知スキル 
(創造する・評価する・分析する・応用する・理解する・記憶する) 
 認知スキルを構成する要素 
(設計する・過程する・比較する・実行する・認識する・識別するなど) 
 ICT 機器の適用場面 
 用いられている ICT 機器 
 学習者間の人間関係「きょうどう(共同・協同・協働)学習の分類」 
 授業者の関わり方 
(教授，学習促進，監督，技能支援，指導補助) 
 (ICT を活用したグループ学習による)相互利益 
 ICT 活用をすることの教育効果 
 ICT を活用する上での留意事項 
 学習形態(一斉学習・グループ学習・個別学習など) 
 個人の能力育成のための ICT 活用目的(一部項目を追加，次頁参照) 
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ICT の活用目的は以下のようにまとめられている． 
表２ 
 
(参考論文：授業におけるＩＣＴの効果的な活用に関する考察より引用) 
本研究では，上記の項目にさらに必要と判断したものを以下のように追加した 
 
 
調査結果は以下の例ように作成した． 
(作成例) 
 
 
 
ただし調査項目は，分析対象により若干変更している部分がある． 
 
 
 
 
 
導入 展開 まとめ
動機づけ ○
体験の想起 ○
課題の提示 ○
モデルの提示 ○ ○
失敗例の提示 ○ ○
比較 ○
教員の説明資料 ○ ○ ○
学習者の説明資料 ○
体験の代行 ○ ○
繰り返し ○ ○
振り返り ○ ○学習内容をまとめる際に児童生徒の知識の定着を図る
ICTの活用のねらい 活用目的 授業場面
学習に対する児童生徒の興味・関心を高める
児童生徒一人一人に課題を明確につかませる
わかりやすく説明したり、児童生徒の思考や理解を深めたりする
調べる道具 ○
製作活動の道具 ○
遠隔教育 ○ ○ ○
学習を促進する
学校名 授業名 対象 分類 要素 適用場面
③潤徳小学校 ともだちはどっち？ ２年 分析する 詩「いるか」を画面上に映し、アクセントの置き方について比較する。
応用する デジタルペンで、アクセントをそれぞれが書き込んでいく。
理解する 意味をどのように捉えるかで、アクセントが変わることを理解する。
記憶する それぞれ工夫した読み方で音読後、モニターで確認する。
どちらの意味にした方がより良いかを児童一人
一人が考え、教科書に印を付ける。その印を大
型モニターに映し出し、友達どうしで意見交換を
する。
学習者間の人間関係 授業者の関わり方 連帯意識の有無 (協働・協同・ICTによる)相互利益 ICT機器 ICTを活用することの利点 ICT機器設置状況 ICT使用率 学習形態 教員のICT活用目的
協同 学習促進 あり 電子黒板 設置式 約30％ 一斉学習 失敗例の提示
↓ デジタルペン 展開 学習者の説明資料
↓ 教員の説明資料
↓ 比較
ひとつの画面に意見をまとめる
とアクセントと意味の関係を比較
しやすくなり、より効果的な学習
ができる。
大型モニターに児童が直接書き込みをして、発表することによって
互いに意見交換ができる。
J 
- 14 - 
 
4. 調査結果 
 
4.1. 教科や学年に関する結果 
 まず初めに収集した事例数について結果をまとめていく．論文資料・実践例・公開研究会など
から，小学校 124 件，中学校 53 件を対象とした．高等学校と大学の公開されている事例数はあま
りなく，潜在的にどの程度の実践があったのか把握することが難しいため，本研究では対象とはし
なかった．学年が不明とは，実践例の対象学年が不特定であった論文数を示している． 
 
 
図３：小学校 教科別事例数 
 
図４：小学校 学年別事例数 
 図３から小学校では主要 4 教科と総合的な学習の時間で実践例が多かった．図４から学年が上
がるごとに事例数が増えていた．算数の事例数が最も多く，意外にも道徳の実践事例がほとんどみ
られなかった．主要 4 教科以外では低学年の事例が少なかった． 
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図５：中学校 教科別事例数 
 
図６：中学校 学年別事例数 
 図５から中学校では主要教科の中で唯一国語の実践例が少なかった．図６から小学校とは対照
的に，学年が上がるにつれて ICT を活用する実践例が少なくなっていた． 
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次に，認知スキル別に事例数を示していく．まずは校種別の認知スキルの分類結果を示す． 
 
図７：小学校 各教科の認知スキル別事例数 
 
 図８：中学校 各教科の認知スキル別事例数 
小学校・中学校共通して「理解する」が最も多く，「評価する」が最も少なかった 
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4.2. きょうどう学習に関する結果 
  
         小学校                     中学校 
図９：各きょうどう学習の割合 
    
 小学校では協同が 53％であるのに対して，中学校では 80％まで割合が高くなっていた．全体と
して共同学習の事例はほとんどみられなかった．事例数が少ないため，以降きょうどう学習を分析
するうえで共同学習を除いた． 
 
 
図１０：きょうどう学習の認知スキルの分類 
 
 図９から，きょうどう学習が最も影響している認知スキルは「応用する」ことであった．次に 
多いのが「理解する」であった． 
(第 1 章で，きょうどう学習を定義しているため，小学校・中学校合わせて分析した) 
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 次に，各きょうどう学習がどのような認知スキルに影響を与えているの結果を述べる． 
 
 
図１１：各きょうどう学習を構成する認知スキルの割合 
 
図１１より協働学習の方が「分析する」と「評価する」の割合が高く，全体的に右肩上がりとなっ
ていた．  
次に各きょうどう学習別で，事例数が多かった教科を示していく． 
 
       協働学習                   協同学習  
図１２：きょうどう学習の教科別事例数  
 
 
 図１２より小学校では，体育での協働学習が最も多く，次に総合的な学習の時間となっていた．
協同学習は，理科が最も多く，次に社会となっていた． 
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図１３：小学校 各教科のきょうどう学習の割合 
 
図１２の二つのグラフを合わせると，体育では，協働学習として ICT を活用している授業が
100％だということが分かる(図１３)．総合的な学習の時間は，86％が協働学習であった．主要 4
教科では，すべて協同学習が半数を超えていた． 
中学校におけるきょうどう学習の分析結果を示す．ただし，小学校におけるきょうどう学習の事
例数が 51 件に対して，中学校の事例が 15 件であったため，全体の傾向のみを示していく． 
 
 
図１４：中学校 各教科のきょうどう学習の割合 
 
 国語と数学の事例数が 0 件であった．全体的に，協同学習の割合が高かった． 
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5. 考察 
 
5.1. 教科や学年に関する考察 
 小学校では主要 4 教科と総合的な学習の時間において実践例が多い傾向にあった．ここでは，
国で定められている授業時数と比較して全体としてどの程度の頻度で実践が行われているか示す．
「文部科学省各教科等の授業時数 学校教育法施行規則別表第 1（第 51 条関係）」で定められてい
る，小学校課程の全授業時数に占める事例数の割合は以下のようになる． 
 
図１５：小学校 総授業時数に占める事例数の割合 
 
 図１５から小学校では，理科が最も高く，次に総合的な学習の時間が高くなっている．これは
理科・総合的な学習の時間で ICT を活用した授業の実践頻度が最も高いことを示している．理科
の実践事例では，特に ICT 機器を実験・観察などの具体的体験活動で活用している事例が多かっ
た．デジタルカメラで観察対象を撮影した記録を電子黒板で映し，二つを比較して現象の要因を調
べる授業．実物投影機を目で観察することが難しいが，顕微鏡を学習していないため使えない場合
や，適度に拡大して，観察したい場合に用いる授業などが比較的多かったことが理由だと考えられ
る．理科の授業では，普段から様々な実験器具を取り扱う．その点，他の教科に比べて ICT 機器
を導入することに抵抗が少ないといえる．総合的な学習の時間では学習者の発表資料として，資料
作成などで PC を利用している授業実践が多かったことが挙げられる．探求型でより活動的な授業
が多いため，ICT を活用した柔軟な授業展開がしやすい環境であると考えられる． 
 小学校で学年が上がるにつれて実践例が増えていた．当然授業時数が増えていることが大きな要
因であるが，他の要因を ICT 活用目的ごとに分類した学年別事例数から考えていきたい． 
まず，ICT 活用の目的を認知スキルの観点から並び替えを行う．ここで分析しやすくするため「記
憶する」「理解する」を低次の認知スキル，「応用する」「分析する」「評価する」「創造する」を高
次の認知スキルとしてカテゴリー結合する．低次の認知スキルの割合が高い順に左から並べていく
(図１６参考)．以降の考察では，この並び(教員の説明資料～製作活動の道具)を基準としていく． 
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図１６：小学校 ICT 活用の目的ごとの認知スキルの割合 
 
  図１６では，ICT の活用目的順に右側にいくほど高次の認知スキルに影響を与えていることを
示している．「教員の説明資料」として ICT を活用することが，最も低次の認知スキルに影響を及
ぼし，「製作活動の道具」として ICT を活用することが，最も高次の認知スキルに影響を与えてい
ることが分かった．ここで，「失敗例の提示」と「学習者の説明資料」の間が低次の認知スキルと
高次の認知スキルの境目となっているため基準とする．基準より左にあるもの(教員の説明資料～
失敗例の提示)を低次の ICT 活用と定義し，基準より右にあるもの(学習者の説明資料～製作活動の
道具)を高次の ICT 活用と定義する． 
 
図１７：小学校 ICT 活用の目的の割合 
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%
教
員
の
説
明
資
料
モ
デ
ル
の
提
示
体
験
の
想
起
動
機
づ
け
繰
り
返
し
振
り
返
り
課
題
の
提
示
失
敗
例
の
提
示
学
習
者
の
説
明
資
料
比
較
体
験
の
代
行
遠
隔
教
育
調
べ
る
道
具
製
作
活
動
の
道
具
創造する
評価する
分析する
応用する
理解する
記憶する
基準 
低次の ICT 活用 高次の ICT 活用 
- 22 - 
 
 小学校で ICT を活用する目的として，最も割合が高かったものは「教員の説明資料」(21％)であ
った．今の ICT 教育では，低次の ICT 活用である「教員の説明資料」としての利用が最も多いこ
とを示している．小学校では ICT を活用して「理解する」能力の育成することに重点を置いてい
ることが分かる．1.1.3. 「教育の情報化ビジョン」(平成 23 年)で書いてあるように，情報活用能
力を育むことは「基礎的・基本的な知識・技能の確実な定着とともに，知識・技能を活用して行う
言語活動の基盤となるもの」と示されている．また，2008 年に公示された新学習指導要領の中で
は，新たな学力要素として，「知識・技能を活用して課題を解決するために必要な思考力・判断力・
表現力等」が示されている．これからの教育では，基礎的な知識を習得する授業と課題などを探求
していく総合型の授業をつなげる，活用型の授業がより重要となってくる．この活用型の授業では
より高次の認知スキルが必要となってくる．図１７から高次の ICT 活用の中で「遠隔教育」(1.6％)
が特に少ない．「遠隔教育」としての ICT 活用は図１６から，総合的に認知スキルに影響している
ことが分かる．これまでは遠隔教育を行うためには多くの資金が必要であった．しかし，最近では
Skype などのアプリケーショの登場により，テレビ会議システムの通信コストを抑えることができ
るようになった．パソコンと Web カメラを数台用意して設定を行うだけで，遠隔教育の環境を整
えることができるのである．これからの ICT 教育では 1.1.4.で書いた，ICT 機器の時間的空間的制
約を超越する特性を最大限に活かすことができ，総合的に認知スキルに影響する「遠隔教育」を増
やしていくことが望ましい． 
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次に，学年別の ICT 活用目的の事例数を示す． 
 
 
図１８：小学校 ICT 活用の目的と学年別事例数 
 
図１８を見ると，小学校で ICT を活用する目的として，最も割合が高かったものは「教員の説
明資料」(21％)であった．今の ICT 教育では，低次の ICT 活用である「教員の説明資料」として
の利用が最も多いことを示している．小学校では ICT を活用して「理解する」能力の育成するこ
とに重点を置いていることが分かる．1.1.3. 「教育の情報化ビジョン」(平成 23 年)で書いてある
ように，情報活用能力を育むことは「基礎的・基本的な知識・技能の確実な定着とともに，知識・
技能を活用して行う言語活動の基盤となるもの」と示されている．また，2008 年に公示された新
学習指導要領の中では，新たな学力要素として，「知識・技能を活用して課題を解決するために必
要な思考力・判断力・表現力等」が示されている．これからの教育では，基礎的な知識を習得する
授業と課題などを探求していく総合型の授業をつなげる，活用型の授業がより重要となってくる．
この活用型の授業ではより高次の認知スキルが必要となってくる．図１７から高次の ICT 活用の
中で「遠隔教育」(1.6％)が特に少ない．「遠隔教育」としての ICT 活用は図１６から，総合的に認
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知スキルに影響していることが分かる．これまでは遠隔教育を行うためには多くの資金が必要であ
った．しかし，最近では Skype などのアプリケーショの登場により，テレビ会議システムの通信
コストを抑えることができるようになった．パソコンと Web カメラを数台用意して設定を行うだ
けで，遠隔教育の環境を整えることができるのである．これからの ICT 教育では 1.1.4.で書いた，
ICT 機器の時間的空間的制約を超越する特性を最大限に活かすことができ，総合的に認知スキルに
影響する「遠隔教育」を増やしていくことが望ましい． 
 
文部科学省の言語活動の充実に関する指導事例集【小学校板】(東京書籍)では，以下のように書
かれている． 
 
児童が言語を基に対象に関する概念を構築していくためには，体験したことを整理して，
それを言葉で表すなどの言語活動が必要となる．平成 20 年の答申においては，個人差等
はあるものの，一般的に，小学校低学年から中学年までは，体験的な理解や具体物を活用
した思考や理解，反復学習などの繰り返し学習等の工夫による「読み・書き・計算」の能
力の育成を重視し，中学年から高学年にかけて以降は，体験と理論の往復による概念や方
法の獲得，討論・観察・実験による試行や理解を重視するといった指導上の工夫が有効で
あるとしている．       
(言語活動の充実に関する指導事例集【小学校版】 
第 3 章 言語活動を充実させる指導と事例 
（1）児童の発達の段階に応じた指導の充実) 
 
上記の文章と調査結果を照らし合わせると，調査対象の全体の傾向は，国の方針に沿った形で実
施されているといえるだろう． 
学年が上がるにつれて実践事例が増えている要因のひとつに，児童の知的発達の段階に合わせて
ICT の活用目的が増えていることが示された． 
 
中学校も，同様の手段で調査結果について考察していく．ただし，小学校と比較して中学校は事
例数自体が少ないことに留意する必要がある．小学校第 1 学年から中学校第 3 学年までの事例数を
一つのグラフにまとめると以下のような図となる． 
 
図１９：学年別事例数 
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図１９から小学校第 6 学年が最も事例数が多く，全体として山なりとなっていることが分かる．
中学校で，学年が上がるにつれて事例数が減っている理由は，おそらく中学 3 年生は高校受験があ
るため，ICT 機器を導入する時間的余裕がないためである可能性が高い．しかし，このような社会
的要素は本調査で分析することはできため，推測の域を出ないのが現状である． 
 
 
図２０：中学校 総授業時数に占める事例数の割合 
  
中学校では技術分野の事例数の割合(8.0％)が最も多かった．中学校学習指導要領では，技術分野
の内容 D で「情報に関する技術」が定められている．この学習の内容は，(1)情報通信ネットワー
クと情報モラル，(2)デジタル作品の設計・制作，(3)プログラムによる計測・制御，の３項目で構
成されている．(1)では情報に関する基礎的・基本的な知識及び技術について学習する．(2)，(3)で
は，(1)で学習した内容を活用してデジタル作品を製作することを指導する．実際に，収集した実
践例ではほとんどが(2)に該当することから，技術分野では，ICT を用いた活用型の授業が多いと
いえるだろう．中学校では国語の割合は 0.8％であった．小学校国語の 1.5%と比較すると約半分と
なっている． 
  
  
図２１：中学校 ICT 活用の目的の割合  図２２：中学校 ICT 活用の目的と学年別事例数 
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図２１から，中学校でも小学校と同様に「教員の説明資料」が最も高い割合を占めていることが
分かる．前述の考察とすると，義務教育期間では，ICT 機器を教員の説明を補助するかたちで活用
することが，最も取り組みやすいのだといえるだろう．図２２から，中学校では各学年での ICT
の活用目的に有意差がみられない．これは中学校の段階で，ICT の活用方法がある程度固定化され
ていることを示している．前述したように，本来知的発達の段階に合わせて高次の ICT 活用に移
行していくことが望ましい．小学校では，学級担任制であるため学級の児童の成長に合わせて活用
を変えることができるが，中学校などの教科担任制度の中では，各学年・クラスに合わせて変えて
いくことが難しいのだと考えられる．解決するためには，普段から生徒の(ICT を含めた)学習スキ
ルについての情報を教科の枠を超えて交換していくことが大切である．1.1.4.で書いたように，ICT
機器には多様かつ大量の情報の蓄積・共有・分析が可能である特性がある．個人情報などに最大の
注意を払いつつ，これら特性を最大限に活かしていくことが重要である． 
 
図７と図 8 から収集した事例の多くが認知スキル「理解する」ことに影響を与えていることがわ
かった．要因の一つには前述したように，教育現場で低次の ICT 活用を多く取り入れているため
であるだろう．他の要因を，言語活動の充実に関する指導事例集【小学校版】から考えていく．事
例集の「第 2 章 言語の役割を踏まえた言語活動の充実」の中で以下のように書かれている． 
 
各教科等の指導において論理や思考といった知的活動を行う際，次のような言語活動を充
実する． 
  (1)事実等を正確に理解し，他者に的確に分かりやすく伝えること 
  (2)事実等を解釈するとともに，考えを伝え合うことで，自分の考えや集団の考えを発
展させること 
   
(1)の中で，他者に的確に分かりやすく伝えるためには，まず，複雑な事実等に対する解釈のた
めの視点が必要であると述べられている．ICT 教育においても，ICT を活用して相手に分かりやす
く伝えるためには，何よりも ICT を活用して「理解する」ことが重要であるといえるだろう．事
実などを正確に理解するための指導として，  
(ⅰ)児童生徒が理解するに当たって，視点を持たせるようにすること． 
(ⅱ)設定した視点に応じて対象から情報を適切に取り出すようにすること． 
の二つが挙げられている．これらは情報活用能力の「情報の科学的な理解」に対する指導と大体が
一致している．さらに，(2)が情報活用能力での「情報活用の実践力」と捉えることができる．以
上から，日本の ICT 教育の現場においても，「理解する」ことが基礎・基本であることはいうまで
もないだろう． 
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図２３ 
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5.2. きょうどう学習(共同・協働・協同)に関する考察 
 
中学校になると ICT を活用したきょうどう学習の中で，協同して ICT を活用している授業が
80％まで高くなっていた．これは ICT を活用する場合，中学校は小学校よりも統合的な学習課題
が多いことを表しているといえる．実際に，様々な学校を踏査してそのような傾向が多くみられた．
千葉市内の M中学校で理科の授業(単元名「謎の期待の正体を確かめよう」)を見学させていただい
たことがある．この授業では，展開で，実物投影機と電子黒板を活用し各グループで(高次の認知
スキルである「学習者の説明資料」として)発表を行うというものであった．ICT を活用して，実
験結果と結論を他者にわかりやすく説明することを目標としている【思考・表現】．これは，ある
学習課題(リトマス試験紙の結果から答えを導く)を達成するために，グループ内全員で考えを話し
あい協力して発表することが協同学習の定義義に当てはまる． 協同学習の割合が高いということ
は，低次の認知スキルに影響を与えている割合が高いといえる．(図 11 参考)ここから読み取れる
ことは，中学校の ICT を活用したきょうどう学習では，小学校と比較してより知識・技能の定着
に重きを置いているということである．中学校では，ICT の活用有無に限らず全体的にそのような
印象を受けた．これは，その先に(知識を競争する)高校受験が控えていることが大きな要因である
と考えられる．当然これらの傾向が悪いということではない．重要なことは，知識・技能を活用す
る時間的余裕があるかどうかである．多くの実践例から ICT 機器は，知識・技能を活用するため
の余裕を生み出す契機となりうる可能性を秘めているといえるだろう． 
 
 ICT を活用した学習において，協働学習の方がより高次の認知スキルに影響していることが分か
った．(図 11 参考)第 1 章で「教育の情報化ビジョン」が協働学習を推進していることを述べたが，
メディア教育においても同様のことがいえる．今後，特に中学校教育において，ICT を活用した協
働学習を積極的に取り入れていくことが望ましい． 
 では，なぜ協働学習が，協同学習よりも高次の認知スキルに影響を与えているのだろうか．図１
０から，協働学習は「分析する」「評価する」の割合が，協同学習に比べて高いことが分かる．1.1.3.
で協働学習の定義の一つに，「学習者は学習課題に対して，個性に合わせた役割を担うこと」 を
書いた．個性とは，他者と区別することで生まれるものである．教育においても，相手を分析し，
評価することが，自分の客観的な理解につながる．つまり，協働学習では，それぞれが個性に合わ
せた役割を担うために，まずは互いを理解(他者理解)することが必要になるため，高次の認知スキ
ルの割合が高いのである． 
 
 次に，きょうどう学習において「応用する」ことが最も多かった(図９参考)理由について考察す
る．前述したように総数では，「理解する」が最も多かった．きょうどう学習の学習過程を事例ご
とに分析すると，きょうどう学習では互いに理解を深めるために，学習者自身が ICT を能動的に
活用することが必要になっていることが読み取れる．ICT を受動的に活用しているだけでは，ICT
を活用したきょうどう学習と言えないのである．これが，「応用する」ことが最も多かった理由で
ある． 
 注意しなければならないことは，唐突に ICT を活用したきょうどう学習を取り入れてはならな
いということである．前述したように，国では言語活動の充実として，まずは事実などを正確に「理
解する」が重要であると示している．これは，ブルームの教育目標分類学の認知スキルの考えにお
いても同様である．ICT を活用したきょうどう学習を導入する前に，まず理解を深めていく(ICT
の活用有無に関わらない)言語活動を取り入れることが大切であるといえる． 
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図１２から，小学校の協働学習は体育が多いことが分かる．デジタルカメラもしくはビデオカメ
ラで一人ひとりの技を動画撮影し，自他の動画を互いに視聴することで，課題や改善点などを見つ
け合う課題別グループ学習が最も多かった．これはそれぞれの課題は(技能レベルで)異なるが，互
いに協働し課題を達成しようとする学習である．マット運動の実践例では，撮影した動画を参考に，
もう少しでできそうな技(例えば倒立前転など)を見つけ，技ごとにグループ別で学習していた．現
在，多くの学校でこの課題別グループ学習(≒協同学習)を取り入れていることが，協働学習の事例
が最も多かった理由あると考えられる．一昔前の，クラス全員で学習課題に取り組むような協同学
習は減ってきているのである． 
体育と同様に協働学習が多かったのは，総合的な学習の時間であった．多くの事例で，グループ
ごとにテーマに関する学習課題を設定し，協働で取り組む学習がみられた．新学習指導要領で総合
的な学習の時間の第１の目標として以下のように書かれている．   
 
横断的・総合的な学習の時間的な学習や探究的な学習を通して，自ら課題を見付け，自
ら学び，自ら考え，主体的に判断し，よりよく問題を解決する資質や能力を育成するとと
もに，学び方やものの考え方を身に付け，問題の解決や探究活動に主体的，創造的，協同
的に取り組む態度を育て，自己の生き方を考えることができるようにする． 
(ここで述べられている協同学習は，本論文の定義とは異なることに留意すること) 
 
 
この第１の目標を踏まえ，各学校で総合的な学習の時間の目標・内容を定めるとしている．以上か
ら，総合的な学習の時間では(ICT 活用を含めた)協働的な学習が取り組みやすい環境であるといえ
る． 
 協同学習は，小学校では理科が最も多かった．これは実験・観察などで，協同して学習課題を解
決する事例が多かったためである． 
 主要 4 教科では，協同学習の割合が 50％を超えていた．主要教科では，クラス全体で学習課題
に取り組む授業が多いからであると考えられる(図１３参考) 
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6. まとめ 
 (小学校) 
 ICT 機器を導入しやすい教科は理科と総合である． 
 ICT を活用した協働学習を実践しやすい教科は体育と総合である． 
 
 (中学校) 
 技術分野以外で ICT を活用することが課題である．(特に国語科) 
 ICT 機器の特性を活かし，生徒の知的発達の状況を正確に理解した上で，上級学年で高次の
ICT 活用に積極的に取り組む． 
 
 (小学校・中学校共通) 
 教員の説明を補助する資料的な活用方法が最も取り組みやすい． 
 学年が上がることに高次の ICT 活用へ移行していくことが必要である．(遠隔教育の導入) 
 ICT を活用してきょうどう学習をする前に，(ICT の活用有無に関わらず)言語活動の充実を図
る． 
 ICT の活用目的を低次の認知スキルに影響を与える順に並べると以下のようになる． 
 
        図２４：認知スキルレベル別の ICT 活用目的 
低次の ICT 活用 
影響 
     
認
知
ス
キ
ル 
高次の ICT 活用 
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 今後の ICT 教育のモデル 
 
                    図２５ 
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8. 資料 
 ここでは，考察対象とはならなかったデータを紹介する． 
 
図２６：小学校 ICT 機器別事例数 
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図２７：中学校 ICT 機器別事例数 
 
 
図２８：ICT 教育での授業者の関わり方別事例数 
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最後に，本論文に記載したグラフの基礎データとなった表を一部載せる． 
表３ 
 
 
表４ 
 
 
表５ 
 
 
表６ 
 
小学校 国語 社会 算数 理科 生活 音楽 図工 家庭科 体育 道徳 外国語 総合 合計
1年 2 4 1 0 0 0 0 1 0 0 8
2年 7 4 2 0 1 0 0 0 0 0 14
3年 3 4 4 2 0 0 0 0 0 0 1 14
4年 2 4 3 5 1 0 0 0 0 1 2 18
5年 5 4 5 5 1 0 2 1 0 2 1 26
6年 2 2 8 8 1 2 1 3 0 0 7 34
不明 1 1 2 2 0 0 0 0 2 0 0 2 10
合計 22 15 30 22 3 3 3 3 6 1 3 13 124
中学校 国語 社会 数学 理科 英語 保健 技術 家庭科 総合 合計
1年 0 3 4 8 1 0 3 0 0 4
2年 1 5 3 1 2 1 2 0 1 6
3年 0 1 1 3 0 0 0 1 1 2
不明 2 3 0 0 2 0 2 0 2 6
合計 3 12 8 12 5 1 7 1 4 53
小学校 記憶する 理解する 応用する 分析する 評価する 創造する 合計 事例数
国語 15 15 12 6 2 5 55 22
社会 10 10 12 3 1 2 38 15
算数 27 28 16 3 2 1 77 30
理科 16 24 18 7 2 1 68 22
生活 3 4 1 1 0 0 9 3
音楽 2 4 1 0 0 1 8 3
図工 3 4 2 2 0 1 12 3
家庭科 1 2 2 1 0 0 6 3
体育 2 6 2 5 4 0 19 6
道徳 0 1 0 0 0 0 1 1
外国語活動 0 4 2 0 0 0 6 3
総合 3 5 6 2 3 8 27 13
合計 82 107 74 30 14 19 326 124
中学校 記憶する 理解する 応用する 分析する 評価する 創造する 合計 事例数
国語 0 1 3 0 0 0 4 3
社会 3 9 6 2 0 3 23 12
数学 4 10 1 0 1 0 16 8
理科 7 14 7 1 0 0 29 12
英語 2 3 1 1 0 1 8 5
保健 0 1 1 0 0 0 2 1
技術 1 5 6 1 0 2 15 7
家庭科 0 1 0 0 0 0 1 1
総合 0 1 4 1 0 3 9 4
合計 17 45 29 6 1 9 107 53
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表７  
 
 
表８ 
 
 
表９ 
 
小・中 記憶する 理解する 応用する 分析する 評価する 創造する 合計 事例数
共同 0 0 1 0 0 0 1 1
協働 7 15 18 14 13 12 79 32
協同 11 22 28 9 7 14 91 47
合計 18 37 47 23 20 26 171 80
小学校 共同 協働 協同 合計
体育 0 6 0 6
総合 0 6 1 7
国語 0 4 5 9
理科 0 3 7 10
社会 1 2 6 8
算数 0 1 5 6
音楽 0 1 1 2
図画工作 0 0 1 1
外国語活動 0 0 1 1
生活 0 0 0 0
家庭科 0 0 0 0
道徳 0 0 0 0
合計 1 11 26 50
小学校 記憶する 理解する 応用する 分析する 評価する 創造する 合計
教員の説明資料 26 56 2 2 1 0 87
モデルの提示 9 13 1 1 0 1 25
体験の想起 2 5 1 0 0 0 8
動機づけ 3 15 0 2 0 1 21
繰り返し 12 15 2 2 2 0 33
振り返り 10 11 0 3 2 0 26
課題の提示 2 15 1 3 1 0 22
失敗例の提示 1 1 1 0 0 0 3
学習者の説明資料 19 28 37 6 2 6 98
比較 12 23 14 19 6 0 74
体験の代行 0 11 9 4 3 0 27
遠隔教育 3 3 4 3 2 3 18
調べる道具 1 2 10 2 0 0 15
製作活動の道具 1 6 12 2 2 15 38
合計 64 130 90 46 20 25
